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研究ノート
近代日本における交通資本形成の数量的検討
北 原 聡
要 約
近代日本の交通資本形成は全国レベルの検討が行われているものの、地域レベルの集計、分析は課題と
して残されている。本稿は、鉄道、道路、河川、港湾を対象に、全国レベルの資本形成額を検討したうえ
で、地域レベルの資本形成の充実度および資本形成の地域間格差を明らかにする。
キーワード：交通資本形成；交通インフラ形成；鉄道；道路；河川；港湾
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1．はじめに
経済成長の起動力となる資本形成は、一国の経済活動を集計量として表す国民勘定の中心的項目
であり、政府および民間部門の建設、設備、在庫投資から構成される。このうち建設投資と設備投
資が固定資本形成と呼ばれ、その重要な一環をしめるのが交通資本形成である。交通インフラに関
する従来の研究では、資本形成の集計、分析とインフラ整備の実証的考察が別々に進められ、相互
の関連に十分な関心が払われてこなかった。しかし、インフラ整備とその量的側面を示す資本形成
が表裏の関係にあることはいうまでもなく、インフラ形成の全体像と地域性を解明し、個別実証研
究をインフラ形成全体の中に位置づけることも、資本形成の数量的分析によって可能となる。資本
形成を数量的に検討することは、交通インフラ形成の事例研究の準備作業として不可欠の重要性を
もつといえよう。
近代日本の交通資本形成については、これまで鉄道、道路など事業別および国、府県など事業主
体別に全国レベルの集計が行われており、そのなかで最も包括的かつ詳細な研究が長期経済統計に
よる資本形成の推計である')。ただ、インフラ投資の範囲は全国にわたることから、インフラの形成
過程を検討するためには、資本形成額を全国的に概観するとともに、地域レベルの資本形成とその
充実度を解明することが求められよう。いつぽう、交通への投資は江戸時代から行われ、近代の資
本形成の基礎になったことから、近代のインフラ形成を解明するには江戸時代のインフラ整備にも
検討を加える必要があろう。そこで本稿は、江戸時代の交通インフラ整備を概観した上で、鉄道、
道路、河川、港湾の全国レベルの資本形成額を分析し、更に地域性を明らかにする。資本形成の地
域性を解明するデータが得られない河川を除き、鉄道は府県別1駅当たりの人口を、道路は府県別
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人口1人当たりの資本形成額と府県別面積1平方キロ当たりの幹線道路延長を､港湾は府県別人口1
人当たりの資本形成額を求め、インフラ形成の地域間格差と地域レベルの資本形成の充実度を把握
する。そして、インフラ形成の地域性と地域格差の問題にも言及したい2)。
本稿は資本形成額の集計に以下の資料を使用する。道路と港湾は、 『大日本帝国内務省統計報告』
の府県別データをもとに、 『日本帝国統計年鑑』、 『府県統計害』、 『歳入出決算報告書』、 『各省歳入歳
出決算書(歳入歳出総決算)』、『内務省土木局第30回統計年報』により補足を行い、府県別の資本形
成額が算出できない鉄道と河川は、それぞれ長期経済統計の『資本形成』 と建設省が編集した『明
治以降土木事業統計抄録』の数値を利用する。
2．交通インフラの利用状況
近代日本の交通インフラは鉄道、道路、河川、港湾からなり、各インフラは輸送面から経済活動
を支えた。物資輸送に果たした各インフラの役割はそれぞれ異なり、変化を遂げたことから、ここ
で、明治以降の交通インフラの利用状況について概観しておこう。明治前期における交通インフラ
の利用は、江戸時代の交通体系の枠組を基本的に受け継ぎ、道路輸送、沿岸海運、および河川舟運
が中心となっていた3)。道路輸送では、明治維新により封建的規制が撤廃されると、それまで三都な
どを除いて使用が制限されていた荷車を用いた車両交通が全国的に開始され、 とくに、 1872年に旧
来の宿駅制度が廃止されて以降、従来の人馬による輸送に代わり、西欧から導入された荷馬車を利
用した長距離道路輸送が行われるようになった4)。沿岸海運には幕末の開港後に外国船が多数参入
していたが、自国汽船による沿岸航路の充実をめざす政府の海運助成策などの結果外国船は駆逐さ
れ、自国の汽船を中心とした沿岸海運の充実が達成された5)。また、河川舟運では全国の主要な水系
に川船が航行して物資の輸送を担っており、長大河川である淀、利根、信濃、北上の各水系には蒸
気船（河蒸気）が就航した。舟運は河岸において道路輸送と、河口港では沿岸海運と連絡し、物資
輸送を相互に補完する役割を果たしていた6)。これに対して､イギリスから導入された鉄道は文明開
化の象徴としての側面が強く、表1に示したように1880年代の半ばまでは営業距離、営業府県とも
に限られ、全国的な輸送手段というより他の輸送手段を補完するにとどまっていた。
明治中期以降になると、鉄道網と海運業の発展に伴い交通インフラ利用の中心は鉄道と沿岸海運
に推移し、なかでも鉄道は、表2に示されるように、1880年代後半の企業勃興期以後の私鉄の発達
および1892年に公布された鉄道敷設法にもとづく官設鉄道の拡大により貨客取扱量を増大させ、国
内運輸網の主軸をしめるに至った。そして、 1906年の鉄道国有化以後大正期にかけて列島縦貫線や
列島横断線が敷設され幹線の建設がほぼ完了し、一元的な貨客輸送が実現した7)。こうした鉄道の発
達は道路輸送と河川舟運に影響を及ぼし、道路輸送では鉄道敷設の進展とともに長距離道路輸送が
徐々に駆逐され、鉄道停車場と周辺地域の間で鉄道貨物の集配を担当するなど鉄道輸送を補完する
役割を果たすようになった8)｡河川舟運では､鉄道との競合により衰退を余儀なくされた水系がある
一方、鉄道開通後に発展を遂げた水系もみられ、鉄道の敷設が舟運の衰退に直結したわけではなか
I
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表1 鉄道の発展
(km) (千人)(千トン）
(注）旅客・貨物輸送量は国鉄と私鉄の合計。1885年の私鉄の旅客数
および貨物量は不明。
(出所）野田正穂他旧本の鉄道」 （日本経済評論社、 1986年)、396－
397頁、および鉄道省編『鉄道停車場一覧』。
表2 交通資本形成（ストック、 1934-36年価格）
（千円）
(注） 1879年からのストック｡その他の点は図1に同じ。
(出所）図1に同じ。
ったが、当初鉄道の影響を受けなかった水系の舟運も長期的には鉄道網の稠密化とともに衰退に向
かった9)。こうしたなか、大都市部の舟運だけは都市化の進展による貨物の増大に伴い発展を遂げ、
海運や鉄道と連絡､補完する役割を担った'0)｡沿岸海運でも沿岸鉄道路線との競合が生じ、沿岸短距
離航路の淘汰を通じて鉄道による沿岸海運輸送の代替が行われたが、長距離航路は存続し、鉄道と
連絡することで沿岸海運と鉄道は相互補完的機能を果たした'1)。
3．余国レベルの交通資本形成
はじめに、全国レベルの交通資本形成をフローとストックで示した図1と表2からインフラ形成
の全体的特徴をみると､海外から移植され多額の初期投資を要した鉄道の資本形成額が最も大きく、
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年度末営業キロ
国鉄 ％ 私鉄 ％ 合計
開業府県
旅客・貨物輸送量
旅客数 貨物量
1872
1875
1880
1885
1890
1895
1900
1905
1910
1915
1920
1925
29
62
123
270
886
955
528
465
836
266
428
591
?ぅ???，????
????
100
100
67
47
39
26
25
32
90
78
75
72
??
61
299
1,365
2,731
4,675
5,231
824
2,648
3,520
4,903
??
33
53
61
74
75
68
10
22
25
28
29
62
184
569
251
686
203
696
660
914
948
494
?????????????
11
13
17
???
13
26
31
40
43
44
46
46
47
495
2，756
5，339
2,597
25，437
49,215
113,711
113,675
164,539
223,680
521,827
910,913
0.5
58
202
182
560
331
402
530
796
591
795
414
???????，??
4
21
27
41
66
90
鉄道 道路 河川 港湾
1880
1885
1890
1895
1900
1905
1910
1915
1920
1925
750
23，198
161，250
278，993
626，324
862,337
1,145,718
1,636,012
1,963,478
2，753，365
11，186
55，243
98,756
160,396
250,652
366,685
529,650
701,415
786,095
008,4501
31，310
123,600
226,048
352，681
559，036
696，451
862,937
1,113,577
1,271,203
1,463,199
1，378
5，581
13,059
24，832
39，996
78,309
129,810
183,163
10,895
278,694
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図1 交通資本形成（フロー， 1934-36年価格）
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(注）政府（中央および地方） と民間の合計。
(出所）道路資本形成は、 「歳入出決算報告書(上、中、下)｣、大蔵省編『明治前期財政経
済史料集成」第4， 5， 6巻（明治文献資料刊行会、1962,63年)、『各省歳入歳
出総決算書（歳入歳出総決算)」各年、 『日本帝国統計年鑑」各年、 『大日本帝国内
務省統計報告｣各年、内務省土木局編『土木局第30回統計年報｣後編、および『府
県統計書」各年。デフレーターは、大川一司他『物価」長期経済統計8 （東洋経
済新報社、 1967年)、161,163頁、および江見康一『資本形成｣長期経済統計4(東
洋経済新報社、 1971年)、32頁。鉄道資本形成は、江見、前掲書、235,238,319,
321頁。デフレーターは、同書、32頁、および大川他、前掲書、160,162頁。河川
資本形成は､建設大臣官房調査統計課編『明治以降土木事業統計抄録』（同課､1957
年)、 4頁。デフレーターは、大川他、前掲書、161,163頁。港湾資本形成は、前
掲「歳入出決算報告書（上、中、下)｣、前掲『各省歳入歳出決算書」各年、前掲
旧本帝国統計年鑑j各年、前掲『大日本帝国内務省統計報告』各年、内務省土
木局編『土木局第30回統計年報j前編、および運輸省港湾局編『日本港湾修築史』
（運輸省港湾局、1951年)。デフレーターは、江見、前掲書、32頁、および大川他、
前掲書、 161,163頁。
伝統的輸送手段であった道路、河川、港湾は江戸時代から投資が行われていたため、資本形成額は
鉄道に比べて少ない。そこで、江戸時代の交通インフラ整備についてふれておこう。近世の幹線道
路網は五街道（東海道、中山道、日光道中、奥州道中、甲州道中） と全国各地の脇往還（伊勢路、
中国路、佐渡路など多数)からなり、幕府や街道筋の諸大名によって修築が行われた'2)。こうした道
路は明治以降国道や府県道に指定され、引き続き幹線道としての役割を担った。河川では、幕府が
利根川筋の付け替えなど大規模な川除普請にあたるいつぼう、諸大名に御手伝普請を命じ、その代
表例として薩摩藩による木曽三川の分流工事があげられる。このほか、仙台藩の北上川改修や松山
藩の高梁川改修など川筋の大名が河川工事を実施し、民間においても角倉了以による富士川、保津
川、高瀬川の開削等が行われた'3)｡港湾は沿岸諸藩が海運の便を開拓する際に修築を施し、津軽藩が
青森港、仙台藩が石巻港、加賀藩が東岩瀬湊、土佐藩が津呂湊を開発した。また、河村瑞賢による
西および東廻り航路開発の際､最上川と阿武隈川の積出港として酒田､荒浜両港が整備された'4)。こ
のように、江戸時代にインフラ投資が行われていたことをふまえれば、近代以降の資本形成額の多
寡から各インフラの重要性を議論できないのは明らかであり、インフラ形成を考察するにあたり鉄
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道以外のインフラに留意する必要はいうまでもなかろう。
つづいて、図1によりフローの資本形成を鉄道からみていこう。1880年前後の資本形成の急速な
増加は東海道線や北陸線など初期の官設鉄道の建設を示す。80年代後半から90年代初頭の山は第1
次企業勃興の鉄道ブームによる私鉄建設の進展を表し、表1に示されるように、これ以降1906年に
鉄道が国有化されるまで私鉄が鉄道の中心であった。この山に続く急激な減少は1890年恐慌の影響
である。90年代後半から1900零年代前半の山は、第2次企業勃興に伴う私鉄の拡大、および1892年
に公布された鉄道敷設法に基づく官設鉄道の建設が日清戦後経営で進展をみせたことを示してお
り、 とくに私鉄の発展はこの期間の前半の山に現れている。 1900零年代初頭の減少は1900年恐慌の
影響である。日露戦争期の減少を経た1900零年代後半から10年代前半の山は、日露戦後経営におけ
る国鉄建設の展開および1910年に公布された軽便鉄道法に基づく地方私鉄の建設を表し、地方私鉄
の拡大は10年代前半の2つの山となって現れている。第1次大戦期に減少した後、10年代後半以降
の上昇は地方私鉄建設の進展、および1922年に公布された改正鉄道敷設法による国鉄地方線の拡大
を示しており、 1920年の減少は同年の戦後恐慌の影響である。私鉄部門を有する鉄道では、戦争や
戦後経営とともに景気変動が資本形成に影響を及ぼした。
つぎに道路へ移ろう。図1をみると1880年代前半に山があり、この時期地方レベルの殖産興業政
策の一環として各地で大規模な道路開削が行われたことを示している。 1880年代半ばから1900零年
代前半まで資本形成は緩やかに増加し、日露戦争期の減少の後、零年代後半から10年代前半に山が
あらわれ、戦後経営によって道路建設が進展したことを表している。その後資本形成は減少傾向を
たどり、 20年代になると増加に転じる。10年代の減少の理由は不明だが、鉄道網の発達に伴い道路
輸送の役割が長距離輸送から鉄道の補助輸送へと変化したこともその要因としてあげられよう。道
路延長を示した図2をみると、この時期に道路延長は頭打ちとなっている。いつぽう、20年代に資
図2 道路延長（1884-1942年）
10000
1000
玉I遁十県i百十里櫃（?』?。?【）
100
玉li
10
1880188518901895190019051910191519201925
(注） 1884,88,92,97,99,1904年の数値は北海道と沖縄県の道路延長を含まない。1884,
92,97,1904年の数値は一部推計を含む。
(出所） 『府県統計書』各年、 『日本帝国統計年鑑』各年、および内務省土木局編『土木局
第30回統計年報』後編。
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本形成が大幅に増加したのは、 1920年に日本で最初の体系的道路法規である道路法が施行され、同
法に基づく道路修築が全国的に活発化したためで､それに対応して道路延長も大幅な増加をみせた。
河川資本形成は、図3に示されるように、1870年代半ばから1900零年代まで淀川、利根川、信濃
川、木曽川など長大河川の修築が、 1900零年代後半以降はそれに次ぐ規模をもつ遠賀川、高梁川、
渡良瀬川等の修築が、中央政府によって継続的に行われた。表3からこれら河川の川船石数をみる
と、早く工事が行われた河川ほど石数が大きい傾向にあり、河川舟運が活発な河川から修築が実施
されたことが窺えよう。こうした河川修築工事は完成までに長期間を要し、例えば、明治大正期に
着工された主要港湾修築工事122件の平均工期が7年なのに対して､同時期の中央政府直轄河川修築
工事58件の平均工期は3倍近い19年にのぼった'5)｡そのため､図1の河川資本形成の変動の幅は他の
インフラに比べ小さくなっている。資本形成は1890年代半ば、1900零年代半ば、および1910年代半
ばに、それぞれ日清、日露戦争と第1次大戦の影響で若干の落ち込みをみせ、1890年代後半の山と
図3 明治・大正期の主要な河川工事
1870188018901900191019201930
淀川
利根川
信濃川
木曽川
北上川
阿賀野川
富士川
庄川
一一一◇一
????
阿武隈川一一
筑後川 ◇一一一◆
最上川 一一一
吉野川 ◇－◆ ー－→
大井川
天竜川 ◇－－◆ ◇一一
揖斐川 一一
長良川 F
九頭竜川 ◇一一一一一一一一一一一---◆
遠賀川 ◇－◆
高梁川 ←－→
渡良瀬川 一一一
荒川 ◇一一一一一一一一一
鳴瀬川 ◇一一一一一一－
多摩川 ◇－－
千曲川 ◇一一一一一一
犀川 ◇一一
加古川 ◇一一一一一一
神通川 ◇一一一一一一
入間川 ◇一一一一一一
劃爾巨
千代川 一
芦田川 ◇一一一一
紀ノ川 ←－
緑川 ◇一一一
(注）太実線の部分は工事が重複した期間を示す。
(出所）内務省土木局編『土木局第30回統計年報」前編。
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表3 主要河川の河舟石数（1886年）
（石）
(出所）黒崎千晴「明治前期の内陸水運｣、
新保博･安場保吉編『近代移行期の
日本経済』(日本経済新聞社､1979年、
所収)、96-97頁。
1910年代前半の山は、日清、日露戦後経営において地方政府が中小河川修築を実施したことを示し
ている。なお、図4が示すように、1890年代半ばまでの河川修築工事は舟運の航路維持を目的とし
た低水工事が行われたが、 20世紀になると、鉄道の発達による舟運の衰退傾向を背景に洪水の防止
を目的とした高水工事が急速に増加し、河川工事の中心をしめるに至った'6)。
図4 中央政府直轄河川費（当年価格）
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（注） 1875年から95年まで高水工事は行なわれていない。
（出所） 『内務省土木局第30回統計年報』前編。
港湾資本形成は、 1880年代に細かな増減を繰り返し、これは表4に示されるように（以下同様)、
野蒜、三国、宇品、長崎などで散発的に築港が行われたことによる。続く90年代前半の山は横浜、
門司、若松港などが改修されたことを示し、日清戦争期の減少を経た90年代後半から1900零年代前
半の山は戦後経営において横浜、名古屋、大阪、博多、長崎等の港湾が修築されたことを反映して
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石数 石数?????????? ?????
????
賀野
士
??? ??
庄 川
阿武隈川
筑後川
最上川
吉野川
132,471
173,551
83，315
86，817
55，552
30，441
5，133
13,890
11,608
18，336
24，281
35，882
大井川
天竜川
九頭竜川
遠賀川????????
梁川
?????
????????????
3，399
7，677
8，987
26，287
9，914
48，531
5，190
5，292
6，475
2，133
14，216
9，834
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表4 明治・大正期の主要な港湾修築
(注）着工年の期間中に修築を開始した港湾を示す。
(出所）内務省土木局編『土木局第30回統計年報｣前編、および
運輸省港湾局編『日本港湾修築史｣(運輸省港湾局、1951
年)。
いる。日露戦争期の減少の後、1900零年代後半から10年代前半の山は戦後経営における東京、横浜、
名古屋、四日市、神戸、関門海峡等の築港をしめす。そして、第1次大戦期に再び減少した後、10
年代後半から20年代には東京、横浜、名古屋、大阪、神戸、長崎港などが改修され上昇に転じた。
図1および表4が示すように、港湾修築は日露戦後に本格的展開をみせ、これは、1907年の港湾調
査会で全国的な港湾修築の枠組が確定し、その枠組に沿って修築が活発化したことによる'7)。
4．交通資本形成の地域性
こうした交通インフラの形成はどのような地域的変化を伴ったのであろうか。資本形成の地域間
格差と地域別の充実度を検討していこう。道路と港湾は府県別人口1人当たりの資本形成額（スト
ック）を利用する。府県別の資本形成額が算出できない鉄道は府県別1駅当たりの人口を用い、 1
駅当たりの人口は資本形成の充実度と反比例する。この指標は複線化など鉄道の改良を捕捉できな
い欠点をもつが､駅がなければ鉄道は機能しないことから次善の策と考える'8)｡この点は鉄道資本形
成の地域性を論じる際に改めて検討しよう。地域間格差は変動係数によって示される。変動係数は
データの散らばりの度合いを示す指標で、標準偏差／平均値で表され、その値は格差と比例する。
河川については府県別の資本形成額が算出できず、今のところそれに代わる数値もないので、地域
間格差と地域別の充実度は不明である。また、港湾と河川は水運の便をはかるという点で共通する
ことから、河川資本形成の地域間格差が不明なまま港湾資本形成の地域間格差を検討してもあまり
意味がないので、港湾資本形成の変動係数は算出しない。とりあげるのは1880,1884,1888,1892、
1896,1900,1904,1908,1913、1918、および1925年で、間隔が途中で変わるのは依拠した人口統
計の刊行が変則的なことによる。 1880年は大隈財政期、84年は松方財政期、88年は第1次企業勃興
期、92年は初期議会期で1890年恐慌が収束した年にあたる。1896年と1900年は日清戦後経営期、04
年には日露戦争が始まり、08年と13年は日露戦後経営期、18年には第1次大戦が終結し、25年は大
76
着工年 港 湾
1875-85 野蒜、三国、宇品（広島)、長崎、三角
1886-90 横浜、尾道、浦戸（高知)、門司、若松
1896-1903
(日清戦後）
小樽、函館、横浜、新潟、名古屋、大阪、境
高松、博多、三池、長崎、鹿児島
1906-13
(日露戦後）
函館、小樽、船川、東京、横浜、新潟、敦賀、
清水､名古屋、四日市、神戸、舞鶴、関門海
峡、大分
1918-25
(第1次大戦後）
室蘭､青森､酒田､小名浜､東京､横浜､新潟、
伏木、敦賀、清水、名古屋、大阪、神戸、広
島、下関、境、高松、小松島、今治、門司、
小倉、長崎、三角、鹿児島
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正末年である。道路と港湾は1920年から22年の府県別資本形成額が不明なため、1918年までの分析
にとどめた。地域区分は以下の通りである。北海道、東北(青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島)、
関東(茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川)、北陸(新潟、富山、石川、福井)、東山(山
梨、長野、岐阜)、東海(静岡、愛知、三重)、近畿(滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山)、中
国（鳥取、島根、岡山、広島、山口)、四国（徳島、香川、愛媛、高知)、九州（福岡、佐賀、長崎、
熊本、大分、宮崎、鹿児島)、沖縄。
はじめに、表5から鉄道資本形成の変動係数をみると、鉄道建設が緒についた1880年代前半の係
数は小さく、地域間格差も僅かだが、敷設が本格化した80年代後半になると係数は増大し、格差が
開いた。それ以降幹線鉄道網の普及とともに係数は徐々に小さくなり、地域間格差も縮小傾向に転
じ、 とりわけ幹線鉄道建設が進展をみせた日露戦後に格差は大幅に縮小した。第1次大戦後になる
と係数はやや増加し、これは大戦後の地方鉄道建設の本格化を反映したものと思われる'9)。つぎに、
地域レベルの充実度を示した表6により鉄道資本形成が進んだ地域をみると、鉄道建設が本格化し
た1880年代後半以降、関東、近畿、北海道、東海、東北、若干遅れて九州、北陸がそれぞれ上位を
しめた。ただ、 1910年代後半になると関東、近畿の位置が低下するいつぽう東山、中国が上昇し、
前者の低下には両地方における都市化の進展に伴う人口増大が、後者の上昇には大戦後の地方鉄道
敷設の進展がそれぞれ影響を及ぼしたと推測される。ここで、 1駅当たりの人口という指標では捉
えられない鉄道の改良についてふれておこう。鉄道の改良には線路の増設(複線化)、電化、停車場
の改良、操車場の建設などがあり、明治大正期におけるこうした改良の大半は京浜、京阪神地域の
市街鉄道と関東、近畿、東海、九州北部の幹線鉄道に対して施された20)。したがって、鉄道の改良を
考慮して資本形成の充実度をみた場合、関東、近畿、東海、九州地方の位置が上方修正される可能
表5 府県別鉄道1駅あたりの人口
(人）
(出所）駅数は、鉄道省編『鉄道停車場一覧j大正15年版、昭和9年版、鉄
道省編『昭和元年度鉄道統計資料』第1編、鉄道省編「昭和2年
3月末日現在日本全国鉄道路線図』､および鉄道百年略史編さん委員
会編『鉄道百年略史』 （鉄道図書刊行会、 1972年)。人口は、梅村又
次他『地域経済統計」長期経済統計13（東洋経済新報社、 1983年)、
内閣統計局編『大正2年12月31日日本帝国人口静態統計』、国勢院編
『大正7年12月31日日本帝国人口静態統計j､および内閣統計局編『大
正14年国勢調査報告』第2巻全国結果表。
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年 1880 1884 1888 1892 1896 1900
府県
平均人口
標準偏差
変動係数
7
268,848
114.800
0．43
11
222
98
46
010
0．44
20
200,602
206.900
1.03
30
119
88
73
640
0．74
31
80.420
69.510
0．86
40
58，388
44．100
0．76
年 1904 1908 1913 1918 1925
府県
平均人口
標準偏差
変動係数
43
48,183
30,220
0．63
44
48，027
32,490
0.68
45
30,771
11．370
0．37
46
21，735
10.900
0.51
47
14，618
5，964
0．41
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表6 地域別鉄道1駅あたりの人口
(人）
(注） （－）は鉄道が敷設されていない地域。
(出所）表5に同じ。
性が強く、表5でみた充実度の上位と下位の地方が逆転するとは考えにくいことから、鉄道’駅当
たりの人口という指標は、全国的な傾向を判断する限り有効といえよう。
つづいて、表7により道路資本形成の変動係数をみると、1880年代から90年代にかけて大幅に減
少して以降同水準で推移し、 19世紀中に縮小を遂げた地域間格差は20世紀になって殆ど変動しなか
った。道路の地域間格差が鉄道より早く縮小したのは、鉄道の発展に伴い陸上輸送の中心が道路か
ら鉄道に移行したためであり、道路が輸送手段の中軸であった19世紀中に幹線道路を軸とした道路
資本形成が進展したと思われる21)。地域レベルの充実度を示した表8から資本形成の進んだ地域を
みると、日露戦争期までは東北、東山、中国地方と北海道が上位をしめ、日露戦争後は関東、近畿
地方の地位が上昇し、中国地方と北海道も上位に位置している。東北、東山、中国地方は山間部を
多く有する点で共通しているが、同様に山がちでありながら資本形成の充実度が低い四国の例もあ
り、地理的条件と資本形成の多寡を直結することには無理がある。そこで、道路資本形成の主体が
各府県であったことに着目すると、これら3地域には県令や県知事が道路建設を推進した県が多く
みられることから22)、地方政府の道路整備への積極的な対応が資本形成の充実度を決定する重要な
要因であったと考えられる。山がちな地勢が道路建設の契機となったことは確かであるが、より重
要な点は道路整備の必要性に対する地方政府の認識であったといえよう。日露戦後に関東、近畿地
方の資本形成の充実度が上昇した背景には都市化の進行があったと推測される。日露戦争以降の都
市化により大都市ではインフラ整備が進展し23)、6大都市のうち名古屋を除く市が集中する関東、近
I
’ 表7 府県別人口1人あたりの道路資本形成額（ストック、 1934-36年価格）
(円）
(注） 1879年からのストック。1881年の府県別資本形成額は不明。
(出所）資本形成とデフレーターは図1に同じ。人口は表5に同じ。
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1880 1884 1888 18921896190019041908191319181925
北海道
東北
関東
北陸
東山
東海
近畿
中国
四国
九州
沖縄
???????????????
?
?
?? 20,181
359，463
1，233，834
788,670
278，738
????
25,458
267,054
136,903
475,162
156,115
201,278
178,178
275,6431
4■■■■■■■
－
17，489
100,233
83,636
489,380
163,436
79，495
98,979
299,441
359,999
138,714
21，455
71，382
54，999
264，616
170，652
64,016
57,212
184,954
142,181
100,712
－
15，562
42，538
36，408
52,083
1 2,517
41，624
31，811
87，339
75,329
53，757
－
9,224
34,572
35,123
47,961
61,073
42，489
30,231
56，481
75，393
44，117
10,629
3 ,283
35,151
44,797
52,929
42,141
0,225
48,670
75,672
41,627
－
9，134
28，414
27，163
2 ，279
34，654
25，318
3，695
33，580
45，115
，329
9,228
20,607
23,601
14,800
19,988
13，848
20，156
19,250
26，574
19,877
72，618
6，262
14,630
18,714
9，224
10,847
9，424
14，873
12，398
17，157
14,185
18，587
年 1880188418881892189619001904190819131918
府県
平均額
標準偏差
変動係数
41
0．32
0．21
0．66
45
1.00
0．67
0．67
47
1．74
0．97
0.56
47
2．67
1．18
0．44
47
3．78
1．41
0．37
47
5.17
1．71
0．33
47
6．94
2．45
0．35
47
8．25
2．76
0．33
47
10．78
4．00
0.37
47
12.40
3．99
0．32
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表8 地域別人口1人あたりの道路資本形成額（ストック、1934-36年価格）
(円）
(注）表7に同じ。
(出所）表7に同じ。
畿両地方では、経済活動や人々の生活に密着した道路への投資が増加したのである。なお、一貫し
て高い充実度を示した北海道は、江戸期の道路整備が遅れていたため明治以降に修築が本格化した
と考えられ、また面積も広大なことから上位に位置したといえよう。
いつぽう、面積当たりの幹線道路延長の変動係数を示した表9をみると、係数は0.5前後の低水準
で推移しており、地域間の道路延長の均衡を保ちながら道路資本形成が行われたことが判明する。
そして、 1884年時点で幹線道路の分布が地域的に均衡していたことは、江戸時代の道路資本形成の
実態を知るうえで重要な手掛かりを与えてくれる。というのも、明治以降国県道を修築する場合、
既存道路を拡幅するか既存道路に沿って新道を開削し、新道完成後には国県道を旧道から新道に変
換することが多く、修築の前後で道路延長が変動することは比較的少なかった。それは、道路延長
を示した図2のグラフの傾きが緩やかなことからも確認でき、道路開削がこうした特徴をもつとす
れば、 1884年から明治維新まで湖っても幹線道路延長に大きな変化はないと考えられる。したがっ
て、先述した幕府や諸藩による道路資本形成の結果、江戸時代の末までに地域的に均衡した幹線道
路網が形成されていたと推測でき、こうした資本形成の成果が幕末開港後の経済活動の活発化を輸
送面から支えたことは想像に難くない。
表9 府県別面積1平方キロあたりの道路延長
(m)
(注）道路延長は国道と県道の合計。1896年には1897年の延長を、1908年には1907年の延長を、1913
年には1912年の延長を、1925年には1924年の延長を使用した。
(出所）道路延長は図2に同じ。府県の面積は、内閣統計局編『大正9年国勢調査報告』全国の部第
1巻。
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1880188418881892 189619001904190819131918
北海道
東北
関東
北陸
東山
東海
近畿
中国
四国
九州
沖縄
全国
不明
0.56
0.35
0.30
0.43
0.27
0.37
0.23
0.13
0.18
0.04
0．31
1．17
1．91
1．07
0．97
1．26
0.52
0．89
0．90
0．41
0．77
0．15
0.97
5.04
2.89
1.59
1.72
2.02
0.92
1.47
1.84
0．95
1．47
0．35
1．68
6．94
3．86
2．26
2．62
3．52
1．57
2．32
2．83
1．58
2．55
0．37
2．59
7.11
4.87
2.92
3.64
4.52
2.60
3.79
4.92
2．34
3.60
0．44
3．72
8．46
5．81
4．71
5．33
6．12
3．89
5．23
6．54
3．46
4．94
0．57
5．15
13．62
7．22
6．65
6.70
7．79
5．31
7.16
8．78
5．27
6．62
0．86
6．97
14．93
8．52
9．16
7．88
8．83
6．76
9．49
9．89
6．76
7．69
1．65
8．59
16．01
9.92
12.21
10.02
10.69
10.38
14.60
12.17
9．64
9．85
3．17
11．39
16．54
11．51
2．98
12．22
12．03
11.85
15．07
14．40
12.10
11．46
4．53
12．85
年 1884 1888 1892 1896 1904 1908 1913 1918 1915
府県
平均距離
標準偏差
変動係数
45
114.0
61．5
0.54
47
114.8
57.8
0.50
45
122.3
59．7
0．49
47
134.5
66．7
0．50
46
149.1
81.0
0.54
47
146.6
73．8
0.50
47
148.7
75．4
0.51
47
156.5
94.3
0.60
47
351.3
151.1
0．43
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つぎに、表10から港湾資本形成の充実度をみると、1880年代前半は東北、北陸地方が上位をしめ、
80年代後半以降は関東、近畿、九州地方と北海道が上位に位置している。80年代前半に東北、北陸
地方で資本形成が充実したのは宮城県で野蒜築港が、福井県で三国築港が行われたためで、両事業
は近代的港湾修築の先駆となり24)､野蒜築港は台風被害により完成目前に頓挫したものの、中央政府
の起業公債事業の重要な柱であった25)｡いつぽう、80年代以降の関東､近畿､九州地方の地位上昇は、
外国および内国貿易の発展を背景に横浜、神戸、大阪、門司、長崎等の主要港湾が修築されたこと
による26)｡また､北海道では日清戦後以降中央政府による開発の一環として直轄港湾修築が頻繁にお
こなわれ27)、高い充実度が実現した。
表10地域別人口1人あたりの港湾資本形成額（ストック、1934-36年価格）
（円）
(注） 1879年からのストック。1881年の府県別資本形成額は不明。港湾資本形成のない内陸府県の
人口は除外した。
(出所）資本形成額とデフレーターは図1に同じ。人口は表5に同じ。
さて、最後にインフラ形成の地域性と地域格差の問題にふれておこう。地域格差には地域内と地
域間の格差があり、これまで政治史的アプローチにより考察が加えられてきた28)｡ここでは本稿で分
析した地域間格差に焦点を絞って検討しよう。政治史的視点から取り上げられた地域間格差は「裏
日本」の問題で、 「裏日本」地域が形成された主因として、明治以降の産業･社会基盤整備で中央政
府が太平洋側に重点をおき、日本海側を軽視したことが強調されている29)｡本稿の分析結果はこうし
た議論と整合するだろうか。既述のように鉄道と道路の地域間格差は縮小傾向にあり、インフラ形
成は地域的に均衡する方向へ進んでいた。 もちろんその過程で整備の時期に地域差があったのは事
実だが、財政的制約のなかで経済近代化という焦眉の課題を達成するためには、地域的な優先順位
を伴うインフラ投資は不可避であり、他方、ネットワークとして機能することに意味がある交通イ
ンフラは長期的に普及したのである。本稿で扱った鉄道のデータには私鉄の数値が含まれ、また道
路資本形成の主体は地方政府であったことから、その分析結果が中央政府の政策方針を示すとは即
断できないが、最近、明治以降の情報インフラ整備にあたり中央政府が地方に重点をおいたことが
明らかにされており30)､日本海側が軽視されていたとは考えにくい｡政府のこうした姿勢は交通イン
フラにも共通すると思われ、実際、交通インフラ整備に取り組んだ政治家は地方へのインフラ拡充
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北海道
東北
関東
北陸
東海
近畿
中国
四国
九州
沖縄
全国
不明
0.21
0.01
0.10
0.01
0.02
0.00
0.00
0.01
0.03
0.04
0．19
0．34
0.05
0.20
0.02
0．14
0.03
0.09
0．13
0．06
0．13
0.62
0.37
0.11
0.19
0.03
0.24
0.06
0.13
0．43
0．10
0.21
0.69
0．36
1．37
0.20
0．04
0．44
0.13
0.18
0.87
0.13
0．47
0.63
0.38
1.75
0.25
0.06
0.75
0.23
0.21
1．12
0.16
0．63
2.72
0.40
1.88
0.62
0.46
1.16
0.27
0.27
1．76
0.16
0．93
4.00
0.49
2．37
1．02
1．23
2．73
0.45
0．66
3．28
0.17
1．65
4.56
0.57
3.11
1.32
1.76
5.34
0.67
0.95
3．47
0．99
2．29
8．21
0.57
4．33
2．07
2．93
7．51
1．14
1．39
3．79
2．79
3．27
9．91
0.94
4．36
2.50
3．72
8．01
1．54
1．75
3．96
2．62
3．73
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を重視していたのである31)。
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5．むすび
以上の検討から、近代日本の交通資本形成について次のようにまとめることができる。インフラ
形成をストックでみると導入技術である鉄道の資本形成額が最も大きいが、伝統的輸送手段であっ
た道路、河川、港湾に対しては江戸時代から投資が行われており、 とくに道路資本形成では、幕末
の時点で地域的に均衡した幹線道路網が形成されていたと推測できる。いつぽう、フローのインフ
ラ形成からは、日清戦争、日露戦争、および第1次大戦の戦後経営期に整備が進展したことが、各
インフラに共通する特徴としてあげられる。戦後経営が近代日本の経済発展に多大な影響を与えた
ことはこれまでも指摘されており32)､それが交通インフラ形成にも当てはまることが確認された｡イ
ンフラ毎の特徴として、鉄道は私鉄部門を有したことから景気変動が資本形成に影響をおよぼし、
道路では地方レベルの殖産興業政策の一環として明治前期に開削がすすんだ。河川改修は完成まで
長期を要するため資本形成の変動の幅が小さく、また、 20世紀になると舟運維持を目的とした低水
工事から洪水防止のための高水工事へ移行した。そして、港湾資本形成は港湾修築の枠組みが確定
した日露戦後以降に本格的展開をみせた。
インフラ形成の地域性は鉄道と道路の地域格差が縮小傾向にあり、道路資本形成の格差は道路輸
送が陸上輸送手段の中心であった19世紀中に縮小した。資本形成が充実した地域をみると、鉄道で
は1880年代後半以降、関東、近畿、北海道、東海、東北、九州、北陸が上位をしめ、1910年代以後
関東、近畿が後退するいつぽう、東山、中国の地位が上昇した。道路では日露戦争期まで東北、東
山、中国地方が上位に位置し、それ以降は都市化の進展を背景に関東、近畿地方の充実度が増した。
また、明治になって道路整備が本格化した北海道も上位を維持した。道路資本形成においては整備
主体であった地方政府の対応が充実度を決定する重要な要因となった。港湾資本形成は1880年代後
半以後、主要港を擁する関東、近畿、九州で充実し、中央政府の開発の一環として港湾修築が行わ
れた北海道も一貫して高い充実度を示した。インフラ形成と地域格差の問題については、鉄道およ
び道路資本形成の地域的均衡が長期的に実現したことが明らかになった。ただし、地域間格差の縮
小が地域内格差の縮小を保証するとは限らないことから、交通インフラ形成と地域内格差の問題は
改めて検討する必要があろう。
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